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２０３０年の世界と日本の課題 

国際大学副学長 

信田智人 



経済界・労働界・学界・官僚・政治家が参加 

日本のビジョンを本気・本音で議論する 

 「人材交流の仕組みづくり」 

 ２０３０年頃の日本の長期ビジョン作成 

月１回、組織の枠をこえ密度の高い議論  
 

日本アカデメイア・長期ビジョン研究会 



 



 

2月5日アカデメイアフォーラム 



力の分散 
 覇権国家はなく、多極化 
 2028年頃中国のＧＤＰが米国を抜く 

 サイバーテロ、バイオテロなど破壊力のある技
術の入手拡大 
 

個人のパワーの増大（国家に対して） 
 貧困の減少 
 中産階級人口の増大 
 （とくに中国とインドで世界の半分に） 
 教育の向上 
 通信手段・製造技術の向上 
 

 

２０３０年に向けての大きな潮流 



人口構造 
高齢化=中間年齢４５歳以上 
2012年日本・ドイツ 

2030年ほぼ欧州全体、韓国、台湾 

６０％が都市部在住 

移民の増大 
 

２０３０年に向けての大きな潮流II 



 １４歳以下30％以下、６５歳以上１５%以下 

   ＝15-64歳就業可能人口５５%以上 
 

英国(1950以前-1980) 

ドイツ(1950以前―――1990) 

     日本（1965―――1995） 

ロシア（1950 ―――――――――2015） 

        米国（1970―――――2015） 

               中国（1990―――――2025） 

                 ブラジル（2000――――2030） 

                    イラン（2005―――――――2040） 

                         インド（2015―――――――2050） 

 

 

 

 

人口構造からみた「機会の窓」 



人口増加により需要拡大 
食糧需要 35％↑ 

水需要    40% ↑ 

エネルギー需要 50％ ↑ 

各資源のリンクが強まる 

2030年まで極端な気候変化の可能性 

米シェールガス生産量によって変動 
 500-1500万バレル 

 

食糧・水・エネルギー 



G7の負債＝GDPの3倍 
金融危機の可能性大 

新興国依存 
経済成長の半分以上 

投資の約4割（増加分の7割） 

中国＝経済成長の1/3 
 2025年までに低成長期に 

変化要因①世界的経済危機の可能性 



国家の役割が低下 
非国家アクター、大都市など地域アクター 

地域主義の台頭 

先進国・新興国間のコンセンサス欠如 
貿易経済協力・気候変動・核不拡散 

政治弾圧など見通し暗し 

中国＝5年以内に1.5万ドル/人 
民主化に向かえば中東にも影響 

変化要因②ガバナンスギャップ 



若年層の少数民族の多い国＝紛争↑ 

人口構成の成熟化＝国内紛争↓ 

世界の不安定要因 

中国、インド、ロシア、中東 

天然資源をめぐる紛争 

核拡散＝とくにイラン、北朝鮮、テロ集団 

米国＝「世界の警察」の役割↓ 

変化要因③紛争増大の可能性 



中東 
石油資源の相対的地位低下 

国境に対する挑戦 

南アジア 
パキスタン・アフガニスタンの低成長 

インドの就職難 

中国＝社会不安、少数民族 

北朝鮮＝政権維持、核兵器 

変化要因④不安定な地域 



 IT技術＝大容量データ時代 

サイバーセキュリティの重要性↑ 

製造技術＝生産性向上→格差社会 

資源関連技術の進化 

収穫量↑ 、水の確保、太陽光発電 

バイオ燃料、採掘技術 

健康関連技術向上＝世界平均年齢↑ 

変化要因⑤新技術の影響 



一極構造→多極化 

相対的低下→「同輩中の首席」 

ハード＆ソフトパワーでの優位 

地域安定のための「バランサー」 

同盟国の役割↑ 

変化要因⑤米国の役割 



最善＝世界の一体化 
南アジアの紛争→米欧中の連携 

中国・中東の民主化 

中台問題・朝鮮半島問題の解決 

最悪＝どん詰まり 
米欧の内向き化→グローバル化の後退 

地域紛争の増大 

世界規模の紛争＝可能性小 

最善と最悪のシナリオ 



格差社会の拡大 
EU内 

中国国内 

ASEAN内、ASEANの国内 

非国家アクターの台頭 
多国籍企業、巨大都市 

富豪・学術機関など 

確実なシナリオ 





同盟関係 
基礎的な抑止・対処の基盤 

日米・米韓・米豪・米比・米タイ 
問題ごとの協力体制 
 災害・疫病・組織犯罪・海洋事故・海賊 

地域的レベルの安全保障対話 
 ARF、拡大ASEAN国防相会議 
 東アジア安全保障機構 

課題①重層的な安全保障体制の構築 



     

有事                                   同盟・準同盟のネットワーク          
                       基礎的抑止・対処の基盤 
                       日米・米韓・米豪・米比・米タイ 

                     問題別協力体制       
                    災害・疫病・海洋事故・海賊 等                                                                     
                       

平時                       地域安全保障対話  
                                                                         東アジア安全保障機構                          

19 

安全保障の三層アプローチ 



自由な国民＝政治安定と経済繁栄 

法の支配・人権・民主主義・環境 

日本流の価値観外交 

ファシリテイターの役割 
各国の文化・歴史・発展段階を配慮 

人権と民主化を辛抱強く待つ態度 

スタビライザーの役割 
価値観共有国と提携 

課題②価値観外交の推進 



日本＝「歴史を反省しない国」？ 

中国と韓国＝靖国問題・慰安婦問題 

欧米＝戦争責任、SF平和条約 

知的交流と歴史対話の推進 

国家の歴史観＝公的記憶の確立 
国論の分裂や不用意発言 

歴史教育の充実 

日本の近現代史 

課題③ 歴史問題への取り組み 



食糧問題 

農業（稲作）、水産（鮭の養殖）など 

水 

上下水道、逆浸透膜技術 

エネルギー資源・環境 

原子力技術、石炭火力発電 

鉄道や港湾の整備 

課題④グローバルイシューでの貢献 



適切な人的・財政的資源の配分 

シンクタンクへの応援 

日本型チャタムハウスの設立 

優れた放送コンテンツの発信 

広報担当のキャリアトラック 

NY,LDNで広報担当の長期的配備 

課題⑤対外発信体制の抜本改革 



海外の地方都市との提携 

国家の機能低下＝都市同士の協力 

海外への技術移転 

製造業、コメ生産、魚の養殖、農業用水 

技術者移民の受け入れ 

プラチナタウン構想＝外国人介護者 

南魚沼として何ができるか 


